
1 　はじめに

戦後における我が国の教員免許制度に関し

て、これまで普遍的に開放制であり、今現在も

尚それは継続している。一方、学校の形態によ

り教員免許状は 3 つに大別され導入している。

本稿では、その導入の仕方に着目し、類型別（学

校種）や種類別（普通、特別、臨時）に整理し、

それらの内訳を明示することで教員免許状制度

を検証する。また、教員免許更新制度の更新講

習における受講資格者およびその内容に関して

も概観する。さらに、特に近年では教員の資質

向上が求められており、教員免許状制度の枠組

みの在り方について検証を行うことで、その課

 題に対する提言も試みる。

2 　教員免許更新制度

ⅰ　導入における時系列的背景

当初、1983 年における自民党文教制度調査会・

文教部会によって、教員の養成、免許等に関す

る提言があり、これにより教員免許状の更新の

提言がなされた。そして、免許状に対して有効

期限を設定し、更新研修に関して重要性を唱え、

義務付けることを求めたのである。結果的に、

臨時教育審議会および教育改革国民会議におい

て更新制が明示され、それを受けて、中央教育

審議会の答申との関係性が強まっていった 1 ）。

2002 年に、中央教育審議会では答申「今後の教

員免許制度の在り方について」に関して、 3 つ

の公示 2 ）を行った。しかしながら、この時に

は、教員免許更新制は見送られ、10 年経験者研

修の導入をはじめ、免許状失効措置の徹底化に

よって、教員における適格性を重要視する内容

を優先したのである。その後、2005 年の中央教

育審議会答申では、免許更新制導入に関する根

源的な配慮を考慮して、次の 5 つが提示された。

①教員における不可欠な資質能力では、根本的

に時代の進展と併行して新たな試みがなされる

性格を有している。このことから、教員免許制

度を堅実的に変容する教員の重要な資質能力に

関して恒常させる制度として、再形成すること

が大切である。②教員免許状に対して、一定の

有効期限を設定し、多様な状況で必要とされる

教員として不可欠な資質能力が適正に持続され

るよう一新されることが重要である。これらを

現実的なものにするうえで、教員免許更新制を

導入する意義がある。③免許更新制の導入を実

施することで、日本での公教育の改善および実

現性が高まり、公教育における保護者をはじめ、

国民の信頼が構築出来る。④免許更新制につい

て、基本的に不適格教育の除外を目指すのでは

なく、教員自らによって、日々変動する社会的

構成の急激な様相の変動に対して、免許更新後

の 10 年間に関して、ある意味保証された立場
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によって、教員自身が自信と誇りを認識し、社

会構造の理解と信頼を享受していく非常に有用

的な制度である。⑤免許更新制を導入すること

によって、スキル向上および適格性の持続的保

持の試みを他の教員政策と協働しながら進める

ことは、教員全体に及ぶ資質能力の向上や人格

形成に貢献でき、教員における信頼を形成する

ことで、大きな意義が創出できる 3 ）。

これらを踏まえたうえで、同答申は免許更新

制導入に関する意義を「教員の全てが、社会的

環境や学校教育が問題視されている課題をはじ

め、児童の身体的、精神的な変容に関して、そ

の様々で求められる最新のスキル・テクニック

などが修得できるとしている。主に、教員免許

状の位置付けとして、国立・公立・私立学校を

軸とした教員資格を意味し、現職教員以外でも、

毎年たくさんの免許状取得者が生まれている。

また、昨今において言及すれば、民間企業から

の出身者など、様々な教員への人材登用が拡大

している。これらを考えると、免許更新制を導

入することで、国立・公立・私立の設置者をは

じめ、地域などに関係せずして、我が国のほと

んどにおいて公教育の改善・充実を推進できる

ことが期待できる」4 ）。

その後、2007 年の教育職員免許法の改正が実

施され、教員免許更新制度は成立し、2009 年よ

り免許状更新講習が実質的に開始された。この

直接的な要因としては、2007 年に開催された中

央教育審議会が「教育基本法改正を受けて緊急

に必要とされる教育制度の改正について」に関

する答申を報告し、教員免許更新制の導入に提

言を行ったことから発していると考えられる。

ⅱ　教員免許状に関する種類

教員免許状は、申請者に対して、各都道府県

教育委員会から授与されるもので、大別すると、

普通免許状、特別免許状、臨時免許状の 3 つ

に分類できる。普通免許状では、教諭、養護教

諭、栄養教諭の免許状を意味し、我が国におけ

るほぼ全ての学校で有効である。有効期間に関

しては、これまで長い間、期限は特に設定され

ていなかったが、2007 年に改正された教育職員

免許法により、普通免許状の有効期間は 10 年

を経過する日の属する年度の末日までに変更さ

れた。

この免許状は、授与者の各々の学位に即し

て専修免許状、一種免許状、二種免許状を習得

することが可能である。特別免許状では、高い

スキルや高度な知識や技能を持つ社会人におい

て、全国の都道府県別に開催される教育職員検

定の合格者に対して授与される教諭の免許状で

ある。この免許状は、1988 年に臨時教育審議会

の答申が要因となり、加えて、教育職員免許法

改正に伴って制度化された特別非常勤講師制度

と同様の同時期に成立したものであり、授与を

受けた都道府県内の学校のみで、10 年間の有効

期間を持つ。臨時免許状では、特に、助教諭、

養護助教諭が授けられる免許状であり、普通免

許状を持つ者の採用が困難な場合のみ、教育職

員検定に合格すれば授与される。この免許状は、

授与を受けた都道府県内の学校でのみ有効であ

り、有効期間は 3 年である。

3 　課題

これまで教員免許更新制度の枠組みや現状に

関して言及してきたが、この教員免許更新制度

の最大の課題は、更新講習について受講できる

者に制限があることである。例えば、教員採用

試験で不合格となり、受験勉強に励む浪人生を

はじめ、予備校や塾などの民間企業、さらには

一般公務員などに就職した者に対しては受講対

象にならなく、10 年経過後に免許状は失効する。

しかし、2008 年度より前に教員免許状を取得し

た者は、失効状態になるが、消滅することはな

く、更新講習の受講義務を満たし、回復講習を

受講することによって免許状が改めて授与され
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る。一方、2009 年度以降に授与された免許状で

は、期限は 10 年であることから、一度効力を

損失してしまうと更新講習は受講できず、免許

状を授与されることが出来なくなる可能性が出

てくる。

また、教員経験が皆無で民間企業などに従事

する社会人が、有効期間を有する免許状を持っ

ていたとしても、失効期限になった際は、教員

採用試験の合格、もしくは、講師登録が無けれ

ば、更新講習に対して受講できないのである。

また、教員採用試験に関する受験および講師の

登録は、教員免許状を保有していることが条件

であり、2008 年度以前の免許状では、応募可能

となっているが、2009 年度以降の免許状に関し

ては、期間切れによって法的に失効した際に、

更新講習に応募できない可能性もある。さらに、

多様的背景（介護、育児、ボランティアなど）

の下に従事していた者でも、教員経験が無けれ

ば更新講習の受講資格は無い。2008 年度以前の

免許状では、教壇には立てないが、免許状が無

効となるわけではない。但し、2009 年度以降の

免許状では、有効期間が経過し法的に免許が失

効することで、改めて免許申請が必要な立場と

なり費用負担が増大する。

4 　課題対策への提言

現状の課題を勘案するうえで、根源的に、教

員職員免許法により教員免許更新制は制定され

ていることから、それを廃止するには法改正が

必要である。しかしながら、非常に困難であろ

う。大前提として、免許更新制は元より更新講

習の廃止が理想的ではあるが、現実的施策とし

て検討した場合、 1 つめに、免許更新の要件に

関して、更新講習受講以外の環境にも拡大すべ

きであると考える。例えば、現役の教員、過去

の教員経験者、そして、教員採用見込み者に対

し、各々のスキルや経験に対し、適正な講習体

制を構築することも必要ではないか。 2 つめ

に、主に幼保関連の講習に関して、例えば、教

職員支援機構などが主体となって、学校種別に

e-Learning を活用し、更新講習に ICT を導入

することも有用であると考える。

これらを踏まえ、全国の大学などを試験会場

として、教職員支援機構などが試験用紙の配信

や管理を行うなど、TOEIC や各種資格試験な

どのスキームを参考に講習を実施することも可

能ではないか。各大学との協調も、講師手配を

はじめ進行調整や申込み処理など煩雑になる部

分を除き、試験だけを担当するということであ

れば、この新たな試みも実現性が高まると思わ

れる。
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